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資料２－１ 

北海道産業人材育成連携会議の改正について（案） 

 

１ 改正の目的 

  平成２４年４月策定予定の「北海道産業人材育成方針」において、産業人材育成施策は、これまで

のものづくり産業を中心とした取組から、食・観光、ものづくり、ソーシャルビジネス及び福祉・介

護を重点分野として取り組む。 

  方針に基づく取組を円滑に推進するため、北海道産業人材育成連携会議（ＷＧを含む）の組織、運

営及び設置要綱について改正を行う。 

 

２ 改正内容 

（１）組織 

  ア 連携会議構成機関の追加 

    ・新規：食品産業関係団体、観光産業関連団体、福祉・介護関係団体 

    ・現ＷＧから移行：政策投資銀行北海道支店、商工会連合会 

  イ ワーキンググループ（ＷＧ）の再編 

ものづくりＷＧ             (仮)ものづくりＷＧ 

 次世代ＷＧ (3) (2)  

 食品工業ＷＧ        (仮)食・観光、ソーシャルビジネス、福祉・介護ＷＧ 

 

（２）運営 

ア 連携会議 

①開催時期 

・年２回（４月及び１０月頃）開催 

②協議内容 

・ＷＧ取組結果の報告と今後の連携会議の運営に関する協議を行う。 

  イ ＷＧ 

①開催時期 

     ・四半期毎（６月、９月、１２月、３月）に開催 

②協議内容 

・構成機関（道を含む。以下同様）における研修事業実施状況、アンケート結果及び今後の

実施計画の報告 

・関係業界や地域における研修ニーズの報告 

→構成機関相互が研修計画を把握し、重複する研修実施について調整を行う。 

→新たな研修内容の検討及び他団体が行う研修の活用についての協議を行う。 

         ・上記研修事業以外の人材育成施策等の報告・周知及び意見交換 

 

（３）設置要綱 

方針において重点分野を４分野としたことから、設置要綱第１条の｢ものづくり産業人材育成

ネットワーク｣とあるのを、｢産業人材育成ネットワーク｣とする。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 改正時期  平成２４年４月予定 

（目的） 

第１条 民間主導の自立型経済への転換を図るとともに、厚みと広がりのある産業構造の構築を図るために

は、その基盤となる産業人材を育成することが重要であることから、国や道、経済界、産業支援機関、教育

機関などが連携して、北海道産業人材育成連携会議（以下、「連携会議」という。）を設置し、産業人材育

成の総合的な支援体制づくりを目指す「ものづくり産業人材育成ネットワーク」の構築を図る。 


